
2月 11日・建国記念の日

（如月） FEBRUARY

被相続人が死亡すれば、最優先順位者として相続することが予
定される法定相続人のこと。配偶者は常に推定相続人となり、血
族関係では第1順位が子、第2順位が直系尊属（父母、祖父母、養
父母等）、第3順位が兄弟姉妹であるため、最優先順位者である子
が推定相続人となります。
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ワンポイント

2月の税務と労務

推定相 続 人

国　税／平成18年分所得税の確定
申告 2月16日～3月15日
（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）
国　税／贈与税の申告

2月1日～3月15日
国　税／1月分源泉所得税の納付

2月13日
国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 2月28日
国　税／6月決算法人の中間申告

2月28日

国　税／3月、6月、9月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合） 2月28日

国　税／決算期の定めのない人格
なき社団等の法人税の申
告及び納付 2月28日

地方税／固定資産税の第 4期分の
納付
市町村の条例で定める日

編 集 発 行 人
税 理 士

村 野 幸 司
事務所　〒639-2113
奈良県z城市北花内

281番地22
TEL 0 7 4 5 ( 6 9 ) 8 2 8 2
FAX 0 7 4 5 ( 6 9 ) 7 3 7 7
自宅 0 7 4 5 ( 6 9 ) 2 1 7 4



国
民
生
活
金
融
公
庫
（
以
下
、
国
金
）

の
業
務
報
告
書
（
平
成
十
七
年
四
月
か

ら
平
成
十
八
年
三
月
分
）
に
よ
る
と
、

一
件
あ
た
り
の
貸
付
金
額
が
五
〇
〇
万

円
以
下
の
融
資
が
、
融
資
全
体
の
約
六

割
を
占
め
て
い
ま
す
。

で
は
、
五
〇
〇
万
円
以
下
の
貸
付
を

国
金
の
融
資
担
当
者
は
ど
の
よ
う
に
判

断
し
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。
推
測
を

交
え
な
が
ら
事
例
を
検
討
す
る
こ
と
に

し
ま
し
ょ
う
。

一
　
企
業
の
概
要

z
…
申
込
人

Ｍ
事
務
機
有
限
会
社
　
代
表
者
・

Ｍ
氏

x
…
業
種
お
よ
び
業
歴

文
房
具
・
事
務
機
器
小
売
業
一
二

年

c
…
従
業
員

二
名

v
…
申
込
人
の
略
歴
・
人
柄

昭
和
五
十
年
・
地
元
高
校
卒
業
後
、

当
社
に
勤
務
。
当
時
は
（
有
）
Ｙ
文

具
店
。
平
成
六
年
、
当
社
を
買
い
取

り
経
営
を
引
き
継
ぐ
。
平
成
九
年
、

現
行
の
法
人
名
へ
社
名
変
更
。
現
在

に
至
る
。
性
格
は
温
厚
、
誠
実
で
あ

り
、
計
数
概
念
は
あ
る
。

b
…
販
売
先
・
仕
入
先

一
般
個
人
で
現
金
売
り
、
一
部
は

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
。
仕
入
先
は
Ｈ

商
事
（
株
）。
仕
入
条
件
、
末
日
〆
翌

月
末
払
い
・
手
形
（
一
二
〇
日
）。

n
…
店
舗
の
面
積
・
機
械
設
備

二
五
坪
、
配
送
車
輌
二
台

以
上
の
z
〜
n
が
金
融
機
関
の
審
査

で
い
う
定
性
的
要
因
で
す
。

二
　
Ｍ
さ
ん
の
説
明

Ｍ
さ
ん
の
説
明
か
ら
融
資
担
当
者
は
、

Ｍ
社
の
資
金
需
要
等
に
つ
い
て
次
の
よ

う
に
ま
と
め
ま
し
た
。

z
…
資
金
の
必
要
性

当
事
業
所
は
市
内
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

セ
ン
タ
ー
に
入
店
し
、
文
房
具
・
事

務
用
品
の
販
売
を
し
て
い
る
。
た
だ

し
売
上
の
逓
減
に
歯
止
め
が
か
か
ら

ず
赤
字
に
転
落
。

今
回
、
支
払
手
形
決
済
の
資
金
繰

り
が
つ
か
ず
、
国
金
へ
の
追
加
申
込

み
と
な
っ
た
。
現
行
取
引
残
高
は
ま

だ
多
い
が
、
経
営
建
て
直
し
を
考
え

て
お
り
、
本
資
金
が
必
要
で
あ
る
。

x
…
店
舗
等
の
状
況

立
地
条
件
は
良
い
も
の
の
、
コ
ン

ビ
ニ
と
の
競
合
が
激
し
く
苦
戦
。
経

営
の
改
善
に
向
け
て
従
業
員
の
削
減
、

在
庫
管
理
の
強
化
、
経
費
の
見
直
し

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

c
…
欠
損
理
由

最
近
の
売
上
減
少
の
一
番
の
要
因

は
、
利
益
率
の
低
い
事
業
所
向
け
の

大
型
事
務
機
器
の
取
扱
い
縮
小
に
よ

る
も
の
で
あ
る
。

三
　
融
資
担
当
者
の
判
断

融
資
担
当
者
は
Ｍ
社
の
企
業
概
要
や

Ｍ
氏
の
説
明
か
ら
、
ど
の
よ
う
に
判
断

し
た
の
で
し
ょ
う
か
。

結
論
か
ら
い
い
ま
す
と
、
本
件
の
融

資
は
見
送
ら
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
Ｍ
社

は
、
当
申
込
み
の
半
年
後
に
倒
産
し
ま

し
た
。

問
題
点
を
ま
と
め
て
み
ま
し
ょ
う
。

z
…
当
社
の
体
質
（
長
期
的
課
題
）

当
社
は
、
長
い
商
品
回
転
期
間

（
二
・
七
ヶ
月
＝
商
品
（
一
、
〇
一
四

万
円
）
÷
月
商
（
三
八
〇
万
円
）
）
、

標
準
は
一
・
八
ヶ
月
で
あ
り
、
売
れ

筋
商
品
を
把
ん
で
い
な
い
こ
と
か
ら

過
剰
在
庫
に
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
売
上
の
減
少
は
対
前
年
比

マ
イ
ナ
ス
一
〇
・
五
％
（
四
、
五
五

四
万
円
÷
五
、
〇
八
六
万
円
＝
八

九
・
五
％
）
に
な
る
。
抜
本
的
な
対

策
が
打
ち
出
せ
な
い
ま
ま
に
な
っ
て

い
る
。

コ
ン
ビ
ニ
に
対
し
、
ど
の
よ
う
な

商
品
構
成
に
す
る
の
か
、
ア
ス
ク
ル

等
の
通
販
業
者
や
メ
ー
カ
ー
系
列
の

販
者
に
対
し
事
務
機
器
販
売
の
見
通

し
等
が
あ
い
ま
い
で
あ
る
。

x
…
当
社
の
問
題
点
（
短
期
的
課
題
）

Ｓ
Ｃ
協
同
組
合
へ
の
返
済
条
件
変

更
の
申
し
入
れ
、
で
き
れ
ば
二
年
程

度
の
元
金
返
済
の
据
置
き
の
要
請
や
、

仕
入
先
へ
の
支
援
の
要
請
、
例
え
ば

現
在
の
仕
入
債
務
を
二
四
回
程
度
の

手
形
ジ
ャ
ン
プ
に
し
て
も
ら
い
、
以

降
の
仕
入
に
つ
い
て
は
現
金
仕
入
の

条
件
と
す
る
等
に
取
り
組
ま
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

融
資
担
当
者
は
、
Ｍ
氏
の
明
確
な

ビ
ジ
ョ
ン
が
描
か
れ
て
い
な
い
点
を

問
題
視
し
た
の
で
し
ょ
う
。

皆
さ
ん
は
、
ど
う
判
断
さ
れ
た
で
し

ょ
う
か
。

2月号 2

融
資
が
見
送
ら
れ
る
会
社
の



3 2月号

表1 ■ Ｍ社　資産・負債等 

表2 ■ Ｍ社　借入金内訳等 

現在の業績 

借入先名 

区分 名義人 

※担保設定 
① 抵当権：住 宅 公 庫 　2,180万円　債務者は（代） 
② 抵当権：国　 　　金　 500万円　債務者は（代） 
③ 抵当権：SC協同組合　 3,000万円　債務者は（代） 

所在地 面積 用途 

国　金 

Ａ銀行 

Ｂ銀行（2口） 

ＳＣ協同組合 

代表者 

借入額 残高 
毎月の 
返済額 返済振 区別 担保・保証人 

等条件 

18／4～18／8　売上高1,815万円　粗利益率35％ 

17／4～18／3　売上高4,554万円　所得金額△112万円 

16／4～17／3　売上高5,086万円　所得金額5万円 

過去2期間 

の業績 

資産・負債 
平成18年 
3月31日現在 現金・預金 

 

受取手形
 

 

売掛金 

商品（材料）在庫 

土地建物機械等 

その他 

合計 

科　目 

 

金　額 

支払手形 

 

買掛金
 

 

借入金 

その他 

自己資本 

合計 

191万円 

 

0万円 

 
71万円 

1,014万円 

796万円 

 
2,435万円 

4,507万円 

500  

300  

700  

3,000  

726 

374  

181  

655  

2,210  

726 

9 

5 

7 

26

良・不可 

良・不可 

良・不可 

良・不可 

良・不可 

土地・建物 

土地・建物 

住居・工場・店舗・その他（　） 

住居・工場・店舗・その他（　） 

261.76 

175.10

Ｍ氏 

Ｍ氏 

○○市□□町１－２－３ 

○○市□□町１－２－３ 

㎡（坪） 

㎡（坪） 

長期資金 
短期資金 

長期・短期 

長期・短期 

長期・短期 

長期・短期 

長期・短期 

不動産・預金・保証協会 

保証人・その他（　　） 

不動産・預金・保証協会 

保証人・その他（　　） 

不動産・預金・保証協会 

保証人・その他（　　） 

不動産・預金・保証協会 

保証人・その他（　　） 

不動産・預金・保証協会 

保証人・その他（　　） 

万円 万円 万円 

972万円 

 

269万円 

 
4,146万円 

107万円 

△987万円 

4,507万円 

科　目 

 

金　額 

（0） （うち定期性） 
 

（割引手形は除く） 
 

出資・協力金 
（割引手形 0万円 ） 
   廻し手形 0万円 

借
入
金
内
訳 

不
動
産
の
明
細 



2月号 4

中
小
企
業
金
融
公
庫
（
中
金
）
の
Ａ

支
店
長
は
、
経
営
者
と
の
会
合
で
質
問

さ
れ
る
中
金
の
担
保
条
件
に
関
し
て
次

の
よ
う
に
説
明
し
て
い
ま
す
。

①

民
間
金
融
機
関
の
担
保
評
価
と
異

な
る
の
は
、
中
金
は
時
価
評
価
額
で

把
え
る
の
に
対
し
、
民
間
金
融
機
関

は
担
保
掛
け
目
を
採
用
し
て
い
る
。

ま
た
、
機
械
等
動
産
に
つ
い
て
も
担

保
と
し
て
の
価
値
を
認
め
て
い
る
。

②

中
金
の
特
別
貸
付
け
は
、
政
策
性

が
高
い
融
資
な
の
で
、
一
定
の
要
件

を
満
た
す
場
合
は
、
担
保
の
免
除
が

受
け
ら
れ
る
。
こ
の
一
定
の
要
件
で

あ
る
が
、
中
金
と
従
来
の
取
引
き
が

あ
る
中
小
企
業
に
対
し
て
、
中
金
の

採
用
し
て
い
る
信
用
格
付
け
で
、
要

注
意
先
以
上
の
場
合
、
金
利
上
乗
せ

（
五
％
位
）
で
融
資
を
実
行
す
る
。

③

二
年
前
よ
り
信
用
格
付
け
の
導
入

を
し
て
お
り
、
担
保
不
足
・
無
担
保

融
資
に
取
り
組
ん
で
模
索
中
で
あ

る
。

ほとんどの都市銀行、地方銀行は「ビジネ
スローン」の貸出しに積極的です。
人件費等の経費をかけずに決算書をコンピ

ューターで診断し、高めの金利を設定してい
るので、銀行が儲かるのが積極的に取り組む
理由です。
一方、利用者からみますと、２～３日間で

貸すか否かが決定され、１週間から10日間
位でお金が入る魅力があります。
では、このローンの融資条件は
１．債務超過でない
２．経常利益がマイナスでない
３．税金の滞納がない
この３点をクリアーしていれば、とりあえ

ずコンピューターの診断（土俵）にのること
となります。
あとは、融資額はどれ位にするか、金利は

何％にするかですが、各銀行によりバラツキ
があるのもこのローンの特徴といえるでしょ
う。

ビジネスローン

メインバンクとは

中小企業経営者のＹさんが、Ａ銀行をメイ

ンバンクと思っていても、Ａ銀行側は、Ｙさ

んのところのメインバンクとは思っていない

という考え方の違いがあります。

自社にとってのメインバンクとは、

a 無担保のプロパー融資（保証協会付き

ではない）を実行している

s 長期のプロパー融資を出している

d 自社の内容を把んでおり、よく支援し

てくれる

f 自社の規模に合っている銀行である

等から判断します。

さて、Ｙさんの場合は表のとおりですが、

Ｙさんにとって本当に役立っているのは、Ａ

銀行ではなくＣ銀行、あるいはＢ銀行でした。

中小企業経営者の皆さんも自社の表を作成

し、検討されることをお勧めします。
Ｙさんの借入金・内訳 

（注）▲（マイナス）は、銀行にとってはほとんどリスクがない。 

Ａ銀行 

融資額 

担保 ② 
（不動産・預金・有価証券） 

預金 ③ 
（定期預金等固定するもの） 

①　－　（　②　＋　③　） 

プロパー ① 

保証協会 

Ｂ銀行 Ｃ銀行 

（万円） （万円） （万円） 3,000  

3,000  

3,000  

1,000  

▲1,000 

2,000 

1,500 

1,000 

300 

700

1,000 

500 

0 

50 

950

担
保
条
件




